建設産業における不安定就業としての一人親方に関する研究 by 柴田 徹平
  
－1－ 
  
 
 
 シバ タ テッ ペイ 
氏名（生年月日） 柴 田 徹 平 （1982年 8月 1日） 
学 位 の 種 類 博士（経済学） 
学 位 記 番 号 経博甲第 110号 
学位授与の日付 2015 年 3月 19日 
学位授与の要件 中央大学学位規則第 4条第 1項 
学 位 論 文 題 目 建設産業における不安定就業としての一人親方に関する研究 
論 文 審 査 委 員 为査 松丸 和夫 
 副査 鳥居 伸好・阿部 正浩 
浅見 和彦（専修大学経済学部教授） 
内容の要旨及び審査の結果の要旨 
1．本論文の目的と課題設定および研究史における位置 
一般に，雇用・就業統計において「雇無業为」と区分される他人を雇わない自営業为を，建設産
業では「一人親方」と呼び習わしてきた．しかし，その実態を観察すると，一括して「一人親方」
として捉えることは困難である．その理由は，とりわけ建設産業における伝統的生産組織，熟練形
成機能，社会的分業の変化により「親方」の存在形態が変化し，職人や徒弟を持たない「請負就業
者」が増加していることにある．本論文は，今日の一人親方のうち，「不安定就業」として把握さ
れるべき一人親方の概念定義の構築を通じて，その量的把握，実態分析をおこなうことを目的とし
ている． 
筆者が本論文で指摘するように，先行研究においては，一人親方の定義や実態分析には固有の困
難さと不十分さが残されている．第一に，従来の一人親方は，町場で就業する「材料持ち元請」の
一人親方であった．しかし 1960年代後半以降，従来の一人親方は量的な比重を下げ，それとは異な
る丁場（建設生産組織），異なる請負形態で就業する一人親方が新たに現れるようになった．そこ
で，本論文では，新しく形成されてきた一人親方を，従来の一人親方とは異なる不安定就業として
捉えている．すなわち生活保護基準を下回るような低賃金・低所得の一人親方，労働基準法の適用
を受けない長時間就業の一人親方，継続的な就業が保障されない不規則不安定就業の一人親方であ
る．こうした新しく形成された一人親方の特徴に筆者は着目し，分析と概念構築を試みている． 
とはいえ，このような新しい不安定就業としての一人親方を概念化するためには，本論文全体を
通じて解明される一人親方の不安定就業としての実態と量的推計が不可欠な前提的作業となる．し
たがって，論文冒頭の段階では，敢えて「人を雇わない自営業为」を一人親方の形式的範疇として
用いている．他方で，本論文序章において「従来の一人親方とは，高収入の期待できる独立自営業
者であり，またそれ故に，一人親方とは建設職人のめざすべき地位であった．しかし，近年では企
業が劣悪な労働条件で一人親方を活用する実態が明らかにされるなど，従来の独立自営業者として
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理解したのでは説明することが困難な事態が進行している」と新しい一人親方の研究課題を設定し
ている． 
本論文では，（1）江口英一の貧困研究，加藤佑治らの不安定就業研究における一人親方研究の系
譜，（2）技術革新による建設生産変容下における一人親方研究の系譜，（3）一人親方の法的保護
に関する研究の系譜から示唆を受けながら，为として（1）の加藤による不安定就業の指標を出発点
に，（2）の新丁場を中心とした一人親方の就業における従属性と不規則就業の実態分析によりその
不安定性を明らかにしている． 
 
2．本論文の構成と概要 
本論文の章構成は，つぎの通りである． 
序 章 本研究の課題と方法 
  1．建設産業における一人親方とは 
  2．本研究の課題 
  3．研究課題の背景 
  4．本研究の方法と概要 
第 1章 建設産業における生活保護基準以下賃金の一人親方の量的把握 
  1．問題設定 
  2．生活保護基準以下の一人親方割合の推計 
  3．保護決定後受給保護費及び税・社会保険料等を考慮した生活保護基準額を用いた推計 
  4．建設職種雇用労働者との比較 
  5．小活 
第 2章 建設産業における低所得一人親方世帯の家族賃金の機能 
  1．問題設定 
  2．生活保護基準以下の一人親方世帯割合の推計 
  3．一人親方世帯における家族就業による生活防衛機能の弱さの要因 
  4．小活 
第 3章 建設産業の下請再編下における一人親方の就業の不規則不安定性 
  1．問題設定 
  2．一人親方の下請化 
  3．一人親方の下請化はどのようにして進んだのか 
  4．不規則不安定化する一人親方の就業 
  5．小活 
第 4章 建設産業における一人親方の長時間就業の要因分析 
  1．問題設定 
  2．一人親方の下請再編下における長時間就業 
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  3．材料持元請の一人親方における長時間就業 
  4．小活 
第 5章 不安定就業としての一人親方の量的把握およびその特徴 
  1．問題設定 
  2．不安定就業としての一人親方の量的把握 
  3．不安定就業としての一人親方の現状 
  4．小活 
終 章 本研究で明らかになったこと 
文末資料：調査の概要と特徴 
参考文献一覧 
 
本論文は，本編第 1章から第 5章に加えて序章，終章および文末資料として「調査の概要と特徴」
「参考文献一覧」という構成をとっている．以下，各章の概要と为要な論点を整理する． 
序章では，筆者が個票データから再集計した『賃金調査』（全建総連東京都連）により，町場の
従来の一人親方が 10.3％であるのに対して，下請で働く一人親方が全体の約 70％であるという試算
結果を示しながら，後者を不安定就業としての一人親方の範疇で括ろうとしている．さらに，一人
親方からの聴き取り調査に基づく取引関係のモデルを説明し，『国勢調査』（2010年）による建設
職種別に見た「雇い人のない業为」を約 53万人と推計している．続いて，江口，加藤らの先行研究
を一人親方に焦点を絞って検証した上で，加藤が定式化した不安定就業の 5 つの特徴の内，①就業
が不規則･不安定であること，②賃金ないし所得が極めて低いこと，③長時間労働あるいは労働の強
度が高いこと，の 3つが建設産業の一人親方に妥当することを筆者は仮設としている． 
第 1 章では，加藤（1987）の不安定就業指標②（賃金ないし所得が極めて低いこと）に該当する
一人親方の量的把握を課題とする．筆者は，加藤にならって，「賃金ないし所得が極めて低いこと」
の根拠に生活保護基準を下回ることをあげていたが，全建総連傘下労働組合による毎年の『賃金調
査』では，生活保護基準の比較対象となる世帯所得のデータが得られないため，第 1 章では，一人
親方の個人所得と生活保護基準を関連づけ，世帯所得との関連を捨象している．第 1 章の分析結果
を筆者は次のように要約している．第一に，保護基準以下の一人親方割合は，標準 3人世帯で 42.4％，
住宅扶助を除いても 25.4％に達していること，第二に，世帯モデル別では，高齢世帯モデルと就学
児童のいる世帯モデルで保護基準以下割合が高いこと，第三に，賃金が実際の生活保護費を下回ら
ないために必要となる保護基準´を設定すると，保護基準以下の一人親方の割合は増加し，その増
加幅は標準 3人世帯で 1.4倍にも及ぶこと，第四に，このように低賃金の一人親方が増大する中で，
一人親方の賃金水準が建設職種雇用労働者の水準に接近していること，である．筆者は，さらに敷
衍して，近年，賃金あるいは報酬の最低限が定められていないもとで，企業による低賃金の一人親
方活用が進展し，保護基準を下回る一人親方が 42.4％，保護決定後支給保護費及び税・社会保険料
を加味した保護基準を下回る一人親方が 58.8％にも上っており，こうした保護基準以下の一人親方
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は不安定就業としての一人親方と規定できる，としている．しかしながら，第 1章の資料制約から，
世帯の所得データを欠いたままの保護基準とのリンク分析のため，「低賃金」が実証できたとして
も，世帯単位の「低所得」の実証はおこなわれていない． 
それを補うのが第 2 章である．すなわち，第 2 章は，埼玉土建一般労働組合が実施した『生活実
態調査』を資料として用い，低所得の一人親方世帯における家族賃金の低所得世帯脱出効果を明ら
かにすることを目的としている．そもそも一人親方の世帯所得調査は，これまで存在しなかった．
筆者が用いた埼玉土建一般労働組合の『生活実態調査』の個票データ（1,090 件）は，貴重な資料
である．第 2 章の結論を筆者は以下の 3 点に要約している．第一に，保護基準以下の一人親方世帯
割合は，標準 3人世帯で 43.1％，家族賃金を含めた世帯所得ベースで見ても 32.4％に達しているこ
と，第二に，保護基準以下の一人親方世帯の 8 割は，家族就業による収入補塡をおこなってもなお
保護基準以下の収入しか得られていないこと，第三に，一人親方世帯において家族就業による生活
費補塡機能が弱い要因は， 一人親方世帯の家族就業率が 31.0％と他の産業に比べて極めて低いこ
と及び一人親方世帯の家族就業の 8 割以上を占める妻の就業形態がパートなので，それ故に収入も
低く生活費補塡機能も弱いこと，である．  
第 3 章では，加藤の不安定就業指標①「就業が不規則・不安定であること」に相当する一人親方
の定義とその特徴を考察している．具体的には，就業の不規則･不安定性を一人親方の「下請化」要
因で説明しようとしている．下請の一人親方は企業にとって，使いたい時に使いたいだけ使える労
働力になったことを，一人親方の就業構造の変化，一人親方の窮迫的自立の増加，コスト削減等を
目的とした企業による下請一人親方の活用増加という観点から論じている．本章の結論は以下の通
りである．第一は，かつて一人親方の代表的な請負形態であった町場で就業する材料持元請の一人
親方は，東京では一人親方の 10.3％を占めるに過ぎず，元請け企業・事業者の下請として就業する
一人親方が増大していることである． 第二は，一人親方の下請化が進んだ理由の一つが，一人親方
の就業する丁場が野丁場，新丁場に広がり，町場では，かつて材料持ち元請であった一人親方が元
請工事を取れず，手間請化したこと，あるいは町場，野丁場，新丁場において直用だった労働者が
削減され，企業のコスト削減のために外注化（一人親方化）されたことによるという．第三は，こ
れに加え，一人親方の窮迫的自立の増加，コスト削減等を目的とした企業による活用の増加も一人
親方の下請化が進んだ要因として筆者は考えている．第四に，このような一人親方の下請化が進展
する中で，企業の生産変動に応じて，就業が不安定となり，賃金が保護基準を下回る一人親方が生
み出されている，という．つまり，一人親方は，元請けではなく，下請で就業し，なおかつ生活保
護基準以下に相当する賃金しか稼得しない場合に，就業が不規則・不安定となり，したがって不安
定就業としての一人親方と規定できる，と筆者は結論づけている．加藤の指標の①と②の綜合であ
る． 
第 4 章では，不安定就業指標③に相当する一人親方の定義とその特徴を考察している．具体的に
は，一人親方の週間就業時間 60 時間以上割合は 12.9％に上るなど，10 人に 1人が過労死の恐れの
ある長時間就業者であることを踏まえて，筆者が自ら実施した『一人親方調査』の事例分析によっ
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て，長時間就業の一人親方の特徴を長時間就業の状態にない一人親方との比較分析を通じて明らか
にしている．その結論は，手間請と材料持元請という請負形態は異なっても，一人親方に共通の特
徴は，工事が一区切りつくと，次の仕事が確保できるかどうかについての不安を抱えながら，長時
間就業を受け入れざるを得ない状況におかれているという．逆に長時間就業に至らなかった一人親
方の事例では，次の仕事が確保できる見通しを持っていることが明らかにされている．長時間就業
の一人親方は，不安定就業としての一人親方に相当することを本章もまた結論づけている．  
第 5 章では，1 章から 4 章にかけて明らかにした不安定就業としての一人親方の定義（加藤①②
③）に基づいて，『賃金調査』の個票データより不安定就業としての一人親方割合を再度推計し，
その特徴を明らかにした．またこうした近年の一人親方の不安定就業の現状を筆者が実施した『一
人親方調査』の事例分析によってより具体的に記述し，その特徴を考察している．第 5章の結論は，
以下の 5点に要約される．第一に，2000年代の東京において不安定就業としての一人親方は，景気
変動の影響を受けながらも，図Ⅴ-3（94頁）にみられるように，概ね 3割から 4割強の範囲で推移
しており，また保護基準以下の一人親方を基軸としつつ，就業が不規則不安定な一人親方が増大す
る傾向にあること， 第二に，一人親方の不安定就業の現状を「低賃金・低所得」の事例より分析し
た結果，重層下請化による低賃金化の事例，額面上は賃金が上昇したが自己負担の経費が増えたの
で結果的に低賃金となっている事例，取引先の企業が独立前から付き合いの深い企業であり，賃金・
単価の引上げを要求できずに低賃金化した事例等がみられたこと， 第三に，一人親方の不安定就業
の現状を「就業の不安定化による生活基盤の喪失」の事例より分析した結果，一人親方の就業の不
安定化による収入の低下・喪失は実際に生活基盤の喪失をもたらし得る可能性を孕んでいること，
第四に，一人親方の不安定就業の現状を「長時間就業による健康破壊」の事例より分析した結果，
元請企業による事実上の長時間就業の強制あるいは，受注量の確保を目的に長時間就業に直面して
いること，第五に，町場において一人親方の不安定就業化は，経験年数と収入増が相関を持たなく
なっていること，景気悪化による日額賃金の減少によってもたらされていること，また新丁場にお
いては，重層下請制の下での「中間搾取」が一人親方の不安定就業化をもたらしていること，であ
る． 
終章は，第 1章から第 5 章を通じて加藤の不安定就業の 3つの特徴による不安定就業としての一
人親方の概念構成を次のように総括している．「一人親方の 3 割から 4 割弱が不安定就業としての
一人親方であるということが明らかになった．つまり今日の一人親方は，独立自営業者とひとくく
りにすることはできない，不安定就業としての一人親方を含んだ存在である」と結論づけている． 
 
3．本論文に対する評価 
本論文が，各章の分析を通じて，明らかにした内容について以下その評価を加え，判断を述べる． 
① 建設一人親方研究の意義 
ILO 等の国際機関や国内の労働行政において，そして労働法や社会政策研究者の間でも近年関心
を集めているのが個人請負就労者の実態とその労働者性に関する評価である．雇用形態の多様化，
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弾力化の太い流れの中で，伝統的な自営業者層が，かつて企業や工場の生産組織の「外業部」とし
て位置づけられたことはよく知られている．最近では，社会的分業の発展形態としての下請・外注
化と相俟って，特定の発注者との取引関係（形式的対等性）に置かれながら，事実上は「従属労働」
関係にあるような就業形態も増大している．日本の建設産業，とりわけ町場と呼ばれる伝統的戸建
て住宅建築請負業においても，ハウスメーカーの市場参入が一般化し，戸建て住宅の施为と工務店
（棟梁）の直接契約はむしろ周辺化され，一部の在来型地域ビルダーとして営業を続ける傾向にある．
また，最近では，ハウスメーカーとは異なる「パワービルダー」に典型的な施为＝建て売り企業と
一人親方の請負契約がその市場を拡大している． 
労働法や社会政策の歴史において，「労働者」をどのように定義するかによって，法と政策の体
系の適用範囲が変化してきた．労働者災害補償保険の一人親方特別加入制度などその典型例である．
形式上の自営業为に，その実態に即した「労働者性」を制度的に付与するというものである． 
伝統的一人親方像に未だ残る階層上昇志向，他方で限りなく雇用労働者化する賃金・労働条件，
これらの両極の狭間で一人親方に対する理解，捉え方が振幅しているのが現実である． 
こうした状況に対して，本論文の筆者は，「一人親方」の振幅する概念から，一人親方の実態概
念に迫ろうとした．その課題設定と論理展開は，一人親方研究のみならず，雇用・就業論の新たな
展開にとっても重要な貢献といえる． 
② 課題に対する研究方法について 
本論文で使用されたデータは，政府統計に加えて，筆者が独自に実施した『一人親方調査』及び
全建総連（全国建設労働組合総連合）の傘下の労働組合が実施した『賃金調査』や『生活実態調査』
の個票データであり，それらを再集計・分析したものである．研究対象である一人親方自体が，統
計上の定義（雇無し業为）では包摂しきれない多様性と変動の特質を持ち，また不安定就業として
の一人親方を抽出するためには，賃金・所得，世帯，就業の不規則性，労働（就業）時間等多様な
指標を組み合わせる必要があるため，推計やデータ相互のリンケージ等複雑な処理をおこなう必要
がある．こうした複雑で困難なデータ処理を，筆者が丹念に，ロジックを構築しながら進めたこと
は，研究の方法として高く評価できる． 
③ 筆者の指摘する残された課題 
本論文終章で，筆者自らが残された課題としている調査データの地域的制約，長時間労働分析の
データが聴き取り調査の 20事例に限定されていること，江口，加藤らの不安定就業論の発展上に本
研究がどのように位置づけられるのか必ずしも明確でないこと，建設技能工不足が叫ばれる日本に
おいて今後外国人研修生，外国人労働者が増大した場合に，不安定就業としての一人親方にどのよ
うな影響が生じるか等について今後の課題とされている． 
④ 評価 
上記①②の通り，本論文は，必ずしもその研究の蓄積が十分ではない日本の建設産業の一人親方
に関する本格的実証研究として高く評価できる．同時に，一人親方に関する大量調査の再集計と筆
者自身による聴き取り調査により，概念のモデルを定式化し，先行研究の「不安定就業」論と接合
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しようとした研究として高い評価を得るだろう．他方で，審査員一同は，以下の課題が筆者には残
されていると判断した． 
第一に，不安定就業に関する先行研究については，比較的詳しく検証しているが，建設産業の日
常語としての「一人親方」を，社会科学の術語として翻訳する努力がさらに必要だったのではない
か．本論文の動機付けともなった先行研究の建設政策研究所の「一人親方」調査研究も，ひとつの
到達点として「個人請負労働者」として新しい「一人親方」の概念化をしていることを筆者はどの
ように理解しているのか． 
第二に，本論文の全体構成に関わって，序章における一人親方の定義に，多義性の残存が見られ
る．筆者によれば，不安定就業としての一人親方は，論文全体，具体的には第 1 章から第 4 章を通
じて推計をしながら定義されていくという説明をしているが，不安定就業についての加藤の 3 つの
特徴を作業仮設として推計に用いたことと，第 5 章で概念構成するとされた不安定就業としての一
人親方の関係が，なかなか理解しにくいままであった．このことが，不安定就業としての一人親方
「問題」の解決方向について明示的な示唆が見られないことに結びついていると考えられる． 
日本の建設労働研究は，必ずしも蓄積が豊富とはいえない．上記二つの課題も，そうした研究状
況のなかで，一人親方問題を正面から取り上げた筆者の挑戦的姿勢の小さなリスクと推察できる．
今後の研究の展開に大いに期待するところである． 
以上の評価を総合して，審査委員一同は，本論文が博士（経済学）の学位を取得するにふさわし
い研究内容であると評価・判定した． 
 
 
